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研修報告書

	所　　属　　ＬＣＰみさわ事業　南天の郷　　職　種　介護福祉士　　氏　名  田村　裕樹

	期　　間　　平成26年11月12日 （水）

	出張目的    平成26年　小規模多機能型居宅介護研修会

	出 張 先    県民福祉プラザ４階　大研修室

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


○考察

　今回の研修では、県内の各小規模多機能型居宅介護事業所のスタッフが集まっての情報交換や、今後の小規模多機能の方向性について話を伺ってきました。
他事業所との情報交換については、日々の業務の進め方や職員の育成、サービス利用の組み方など、各事業所の取り組みについて情報交換をしています。どの事業所においても、「新人職員がなかなか育たない、もしくはすぐに辞めてしまう」「サービスが複雑化したり、急な訪問が入る事でフロアに残るスタッフが少なくなる」「宿泊の希望やサービスの追加が段々と多くなり、調整が難しい」などの課題が挙がっており、これらについては他事業所においても数年がかりでようやく方法が確立されてきたり、浸透し始めてきた事ばかりであるとの事です。長期的に見て、今目の前の課題だけを解決するのではなく、これから数年先に事業が安定出来るよう、今のうちに業務やサービス利用の地盤作りが必要であると感じました。
　小規模多機能の方向性については、これまで「通い」を中心に「訪問」「宿泊」を組み合わせるのが基本だったものの、実際には「訪問」の利用件数が多い事が判明した事で、「訪問」の機能の強化が求められて来るとのことです。今後、「訪問」についての加算が追加されることも検討されており、「通い」「訪問」「宿泊」を総合的に利用し、在宅生活を支援していく為の体制作りが必要と考えられます。他にも、充実したサービスを提供するため人員配置の強化や登録定員の見直し、同一建物内のサービス利用者に対する基本報酬の検討などが挙げられており、今後の動向をこまめにチェックしていき、来年度の法改正にいち早く対応出来る様備えていきたいと考えます。
○小規模多機能型居宅介護　研修会　カリキュラム

1．講義　

　　①事業紹介「小規模多機能型居宅介護の取り組みについて」
　　②事業紹介「複合型サービスの取り組みについて」
　　③グループワーク…他事業所との情報交換
　　④「小規模多機能が目指すものとは」（27年度法改正の方向性について）
○講義

＜1＞　事業紹介「小規模多機能型居宅介護　清風荘」

講師　平内町在宅介護支援センター　介護支援専門員　山口 真弥　氏

· 利用者状況について
登録定員：18名
通い定員：9名

宿泊定員：4名
平成26年9月現在の登録者数16名

· 地域との関わりについて
①運営推進会議の開催と参加促し

②納涼祭の実施（地域住民を巻き込みながら、協力して開催）

③広報誌の発行

· 今後の課題

①特養などの入所待ちで長期的に宿泊を利用する傾向がある。
②仕事を理由に家族の協力を得られない利用者への対応について

③看取りについての実施状況について（在宅での看取りについて需要が高まってきている）

＜2＞ 事業紹介「複合型サービス　如来苑」

講師　ＮＰＯ法人アシスト　荻沢　チエミ氏
　　

小規模多機能型居宅介護と訪問看護、又は訪問看護ステーションのサービスを組み合わせた複合型事業。如来苑では2年前に複合型に移行。

· 看護職員人員基準　常勤換算2.5人

· 常勤保健師又は看護師が1名以上配置

· 通い、訪問各サービスに1名以上配置

· 泊りのサービスには電話等の連絡体制
○複合型サービスへ移行してからの評価について

　移行後の効果

· 登録者数の増加

· 医療ニーズの高い利用者の受け入れが可能

· 協力病院との医療連携がより充実

· 利用者、家族の安心感や利便性が増加

· 介護スタッフの安心感やスキルアップ

今後の課題

· 介護、看護スタッフの安定した確保とスキルアップ

· 重症化した場合の福祉用具の調整

· 癌末期等の利用者やターミナルの場合の主治医との連携

＜3＞グループワーク
　　　6人1組のグループに分かれ、各事業所での取り組みや課題、疑問について検討・情報交換を実施。主な議題については以下の通り。
　　

・職員の配置について、訪問が多くなるとフロアに残るスタッフが少なくなる。

　　　→スタッフ同士で声を掛けあい、少なくなる時は他担当のついているスタッフにも協力してもらいながら業務を進めている。職員確保の為募集を掛けているも、どの事業所においても応募がほとんど来ない現状。

　　・一日のタイムスケジュールはどのように決めているか。

　　　→前日のリーダーが決める、あるいは管理者がひと月分の予定を最初に組んでしまう、などの方法が挙げられる。理想はどのスタッフでも予定を組んでいけるようになることだが、スタッフの育成に時間がかかり難しい。

　　・サービス利用について、慣れて来ると追加や希望がどんどん多くなっている。また、毎日宿泊なども多く、調整が困難。
　　　→最初に何でも引き受けてしまうと後になって調整が難しくなる為、登録者が少ない時点でも最大登録者数の時を想定して予定を組んでいく必要がある。また、利用が多くなった場合、いきなりサービスを減らすのはご家族も抵抗があり承諾を得る事が難しい為、出来る事から少しずつ提案していく必要がある。

　　・粗暴行為のある利用者の対応に職員が疲弊してしまっている。

　　　→在宅生活の継続も重要ではあるが、まずはその方の今の状態が在宅・地域で生活できる状態であるかどうかの判別が必要。状態によっては服薬調整の為の入院をすすめるなどのアプローチも重要である。

　　

＜４＞「小規模多機能が目指すものとは」（27年度法改正の方向性について）

講師　あんずの里小規模多機能ホームにいだ　管理者　豊川　浩　氏
　全国の小規模多機能型居宅介護からのアンケートをもとに、制度の検討について介護保険分部会へ意見書を提出。意見書の検討項目、27年度の法改正に関する内容は以下の通り。
　

　①訪問サービスの機能強化について
　・今後、小規模多機能型居宅介護の利用者の在宅生活を継続する観点から、訪問サービスの重要性が高まる事が想定されることから、訪問サービスを強化した類型を創設してはどうか。

　　　→在宅生活を継続するための支援を更に強化する観点から、訪問サービスを積極的に提供する体制の評価を行うために、新たに『訪問体制強化加算』（仮称）を新設する。算定用件は以下の通り。
　　　1）訪問を担当する常勤の従業者を2名以上配置（現在は1名配置）
　　　2）1月当りの述べ訪問回数が一定回数以上（サービス付き高齢者向け住宅等を併設する事業所においては、登録者の内同一建物以外の利用者が一定以上を占める場合で、かつ、同一建物以外の利用者に対して上記の要件を満たす場合に算定とする）
　②登録定員の見直し

　・現行の登録定員（25名以下）を引き上げてはどうか。

　　　→小規模多機能型居宅介護は地域密着型サービスである事を踏まえ、登録定員を29人以下とする。
　③看取り実施に対する評価

　・在宅中重度者への対応のさらなる強化を図る為に、看取りの実施に対する評価を導入してはどうか。

　　　→看取り介護加算を新たに設ける。算定用件は以下の通り。
　　　　1）看護職員配置加算（Ⅰ）を算定していること
　　　　2）看護師による24時間連絡できる体制を確保している事
　　　　3）利用者又は家族の同意を得て、利用者の介護に係る計画が作成されている事
　　　　4）医師、看護師、介護職員等が共同して、利用者の状態又は家族の求め等に応じ、随時、利用者又は家族への説明を行い、同意を得て介護が行われている事。
　

　④運営推進会議及び外部評価の効率化

　・運営推進会議と外部評価は、ともに「第三者による評価」という共通の目的を有しており、効率化してはどうか。

　　　→小規模多機能型居宅介護事業所は、引き続き、自らその提供するサービスの質の評価（自己評価）を行い、これを運営推進会議に報告し、評価等を受けた上で公表する仕組みとする。
　⑤看護職員の配置基準・兼務条件の緩和

　・看護職員に係る配置用件や加算要件について、効率化の観点から見直してはどうか。

　　　→小規模多機能型居宅介護従業者のうち看護職員が兼務可能な施設・事業所について、「同一敷地内」の要件を見直し、同一敷地内又は道路を隔てて隣接する施設・事業所と兼務できるものとする。あわせて、兼務可能な施設・事業所の種別を見直すものとする。

　※兼務可能となる施設について

　　居宅サービス事業所、定期巡回型・訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、介護老人保健施設、広域型の特別養護老人ホーム

　⑥看護職員配置加算要件の見直しについて

　　人材確保の観点から、常勤の看護師、あるいは准看護師の配置を要件とする看護職員配置加算の加算要件を緩和してはどうか。

　　　→看護職員配置加算（Ⅰ）（Ⅱ）の加算要件を見直し、常勤要件に替えて、常勤換算方法で一人以上の看護師、あるいは准看護師を配置する場合に加算対象とする。
　⑦地域との連携に係る取組の推進

　　地域包括ケアシステムを推進する観点から、小規模多機能型居宅介護の地域との連携を更に推進していく為、必要な見直しを行ってはどうか。

　　　→小規模多機能型居宅介護事業所と同一敷地内に併設する事業所が「介護予防・日常生活支援総合事業」を行う場合には、入所者の処遇に影響がないという条件のもと、人員・設備について以下のとおりとする。
　　　　1）小規模多機能型居宅介護事業所の管理者が、総合事業の訪問型サービスや通所型サービス等の職務と兼務する事を認める。
　　　　2）小規模多機能型居宅介護事業所の設備（居間及び食堂を除く）について、総合事業の訪問型サービスや通所型サービス等との共有を認める。
　⑧同一建物居住者へのサービス提供

　　サービスの提供実態を踏まえ、現行の同一建物減算に替えて、同一建物居住者に対してサービスを行う場合の基本報酬を設けてはどうか。

　　　→現行の同一建物減算は廃止とし、新たに利用者の居住（事業所と同一建物に居住するか否か）に応じた基本報酬を設ける。
　⑨事業開始時支援加算について

　　今年度末までの経過措置である事から、現に定める通り廃止してはどうか。

　　　→事業開始時支援加算は、現に定める通り平成27年3月31日をもって廃止とする。
　

　⑩グループホーム併設における夜勤職員配置

　　グループホームと小規模多機能を併設している場合の夜間の職員配置について、一定の要件の下で、兼務を認めてはどうか。

　　　→次の要件を満たす事業所について、グループホームの入居者の処遇に支障が無いと認められる場合には、小規模多機能と具ルームホームの兼務を認める。
　　　　1）小規模多機能の泊まり定員とグループホームの1ユニット当たりの定員の合計が9人以内である事。

　　　　2）小規模多機能型居宅介護とグループホームが同一階に隣接している事。
　⑪小規模多機能と広域特養との併設

　　小規模多機能型居宅介護と同一建物に併設できる施設・事業所について、見直してはどうか。

　　　→広域型の特別養護老人ホームなどの社会福祉施設と同一施設に併設する事については、小規模多機能型居宅介護の気泡方針を踏まえた上で、個別に判断する仕組みとする。
　⑫中山間地域の推進

　　中山間地域等に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えてサービス提供を行った場合を評価してはどうか。

　　　→小規模多機能型居宅介護については、「通い」「訪問」「宿泊」も実施していることから、中山間地域等に居住している利用者に対して通常の事業の実施地域を越えてサービス提供（送迎・訪問）を行う場合には、新たに加算で評価する。
※上記12項目については、平成26年10月時点での検討内容の途中経過であり、平成27年1月後半に決定する事となる。

　小規模多機能型居宅介護の位置づけ

○これまで（平成18年制度設立時～平成26年度）　

　「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊り」を組み合わせてサービスを提供する事で、中等度となっても在宅での生活が継続出来る様支援する。


○これから（平成27年4月施行予定の介護保険改正案）

生活圏域内の、要介護者の様態や希望に応じて、「通い」「訪問」「泊り」及び多様なニーズに対応する機能を組みさわせてサービスを提供する事で、住み慣れた地域での生活が継続出来る様支援する。

また、生活圏域内の多様な支援を要する方々を支援する。

